＜記入例＞　　　海外特許取得申請

様式第1号

中小企業海外市場開拓支援金支給申請書

平成26年○月○日

公益社団法人静岡県国際経済振興会　

会　長　　　津　田　　紘　　　様
所 在 地　　静岡市葵区追手町４４－１
会 社 名　　株式会社静岡国際経済
代表者名  　代表取締役　　静岡　太郎  　(印)

中小企業海外市場開拓支援金の支給を受けたいので、中小企業海外市場開拓支援事業実施
要綱第5に基づき、下記のとおり申請します。

記

　
１．事業名(該当項目を1つ選択すること)

　　□海外見本市出展

　　□海外向け販売促進媒体作成

　　□海外特許出願

　　□海外市場調査

　　■海外認証取得申請

２．事業概要

　　イスラム教徒向け食品認証「ハラール認証」取得申請
３．事業実施に要する経費内訳(単位：円，外貨建の場合は円換算し記入)
	項  目
	金  額
	費 用 明 細 ･ 補 足

	認証取得可否判定費用
(事前検査費用)
	150,000円
	ハラール認証取得の可否を判断するための事前検査費用。

	監査費用
	300,000円
	製造ライン等工場の監査実施

認証商品１つにつき150,000円×2商品

	認証申請費用
	400,000円
	申請商品１つにつき200,000円×2商品

	合　　計
	850,000円
	


　　　　　　　                                     
４．事業の目的

当社はここ数年、競合他社との販売競争や需要の低迷により国内出荷が減少してきており、生産数量確保が厳しくなっている。そこで、2010年より中国向けに当社の商品を輸出し始め、
現在販売が堅調に推移している。

そこで、今後輸出事業を更に拡大させるべく、イスラム圏国家を新規マーケットとする
計画の検討を開始。世界中で15億人以上の人口を保有する魅力的な市場であり、その可能性は非常大きいと判断した。しかし、イスラム教の戒律から、信者は一定の認定済食品しか口にすることができない。今回、当社の2商品に対しその認定の申請を行い、認定済食品の

証明であるハラール認証を受ける。そして、東南アジア圏のマレーシア・インドネシア向けを皮切りに、イスラム圏国家への積極的販売を図る。

５．事業の期待される効果

　　①売上増加
　　認証取得後、マレーシア・インドネシア向けを中心とした食品関連の海外見本市や商談会等に参加し、当該2商品の営業を積極的に行う。これにより新市場開拓・新規顧客獲得が見込まれ、売上高対前年比15％を目指していく。
②商品ＰＲ

　　ハラール認証の取得により、海外は勿論、国内在住や来日するイスラム教徒向け商品とし

て優位性をＰＲすることが可能となる。

６．製品の特長
当社製品の特長は、別添のカタログや参考記事に記載の通り○○の点で独自性があり、
高い評価を得ている。
-------------------------------------------------------------------------------------------------。

７．最近の海外関連事業の実施状況
　　2010年5月　中国上海の☆☆有限公司との間で貿易(輸出)取引開始。

８．現在の海外取引状況・海外事業所の設置状況
　　上記中国企業との輸出取引継続中。
９．今後の海外事業展開計画
　本格的な海外展開のため、昨年10月に国際部を創設。海外専担者を置くことで社内体制の拡充に努めている。また、今後の受注拡大の動向により、現地事務所の開設も検討していく。
１０．会社概要

	創業
	平成元年(1989年)

	代表者
	代表取締役　静岡 太郎

	資本金
	5,000万円

	年　　　商
	10億8,500万円

	従業員数
	75名(平成25年6月1日現在)

	所在地
	〒420-0853　静岡市葵区追手町44-1
TEL：054-254-5161　FAX：054-251-1918

	事業内容
	○○製造

	主要取引先
	株式会社ＡＢＣ，ＸＹＺ株式会社

	沿革
	1951年　静岡○○食品として旧清水市で創業。
1959年　静岡○○食品株式会社設立、資本金ＸＸ万円。
1979年　○○工場開設。
1988年　株式会社静岡国際経済に名称変更。
1989年　現在地に本社移転。
　　　　　　　　　　　｜
　　　　　　　　　　　｜
｜
現在に至る。



１１．連絡先

部署名：国際部　　役職名：部長　　氏名：静岡 二郎
〒：420-0853
所在地：静岡市葵区追手町44-1静岡産業経済会館4階
TEL：054-254-5161　　FAX：054-251-1918　　E-mail：sibanet@siba.or.jp
１２．添付書類(実施要領第4を参照し、添付する書類・資料の内容を記載すること)
・直近3ヵ年の決算書(B／S，P／L)       各1部
・会社案内                                 1部
・商品カタログ、パンフレット等           各1部

・経費の明細がわかる書類(見積書、請求書等)

　・取得申請を行う認証の内容が分かる資料
提出日をご記入下さい








本事例における支援金の上限は


85万円×1/2≒42万円となります


(ただし実際の支援金額は審査によって決定します)








なぜその認証なのか、またどの国を主要対象国家と捉えているか等具体的にご記入下さい。





認証取得後の対象商品の売上(or利益)目標はいくらか、またその為にどのような販売戦略を検討されているか等ご記入下さい。





ここ数年間において、国際化を目的とした事業を遂行した、或いは実際に海外企業との取引が始まった等


具体的にご記入下さい。








現在行われている海外企業等との取引、及び海外に現地法人や支店、駐在員事務所を開設している場合は、具体的にご記入下さい。








本申請についてご担当される方の連絡先をご記入下さい。(SIBAより電話、メール等でお問合せをする場合があります)








